
品川区外国人介護職員向け宿舎家賃等補助金交付要綱 

 

制定 令和４年４月１日 区長決定 

要綱第 １８９ 号 

改正 令和８年６月２４日 区長決定 

要綱第 １６５ 号 

（目的） 

第１条 この要綱は、品川区において介護サービスを提供する運営事業者等（以下「事業者」

という。）に対して、事業者が介護職員を確保することを目的に雇用した外国人介護職員

の居住の用に供する宿舎に係る家賃等の一部を補助するために必要な事項を定め、区内

における介護職員確保の支援を行うことを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において、「外国人介護職員」とは、次に掲げる者とする。 

 ⑴ 事業者等による技能実習（外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に

関する法律（平成２８年法律第８９号）第８条第１項の規定により認定された技 

能実習計画に基づく技能実習をいう。）を受ける技能実習生 

 ⑵ 事業者等との間で、出入国管理及び難民認定法（昭和２６年政令第３１９号）第２条

の５第１項に規定する特定技能雇用契約（介護分野に係る雇用に限る。）を締結した外

国人 

（補助対象事業者） 

第３条 補助金の交付対象となる事業者（以下「補助対象事業者」という。）は、区内にお

いて次に掲げる施設または事業所を運営する社会福祉法人等（区長が区立施設の指定管

理者として指定した事業者を含む。）とする。 

⑴ 介護老人福祉施設（地域密着型介護老人福祉施設を含む。） 

⑵ 認知症対応型共同生活介護事業所 

⑶ 看護小規模多機能型居宅介護事業所 

⑷ 地域密着型特定施設 

⑸ 前各号に定めるもののほか、特に区長が必要と認める施設または事業所 

２ 補助対象事業者は、過去に補助金の交付を受けた実績を有している者とする。ただし、

ファミーユ西品川を利用している事業者は、この限りでない。 

３ 第１項の規定にかかわらず、次に掲げる事業者は対象としない。 

⑴ 補助申請日時点において、社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）、老人福祉法（昭

和３８年法律第１３３号）、介護保険法（平成９年法律第１２３号）またはこれらの法

律に基づく命令に違反する事実がある事業者 

⑵ 代表者、役員、従業者または構成員に暴力団関係者（品川区暴力団排除条例（平成２

４年品川区条例第３４号）第２条第３号に規定する暴力団関係者をいう。以下同じ。）

に該当する者がいる事業者 

⑶ 他の地方公共団体、民間団体等から本件補助金と類似する補助金等の交付を受けて



いる事業者 

（補助対象宿舎および戸数） 

第４条 補助金の交付対象となる宿舎等（以下「補助対象宿舎」という。）は、補助対象事

業者が運営する前条第１項各号に掲げる施設または事業所において、常勤職員として１

日６時間以上かつ月 20日以上勤務する外国人介護職員に利用させる宿舎等とする。ただ

し、利用させる外国人介護職員が次のいずれかの場合に該当するときは、当該宿舎等は補

助対象宿舎としない。 

 ⑴ 補助対象宿舎に入居しようとする時点において、補助対象事業者に雇用された日か

ら１年を超えている場合 

 ⑵ 補助対象宿舎に住民票上の住所を有していない場合 

 ⑶ 区外の施設または事業所において勤務することになった場合 

 ⑷ 区長が必要と認める理由によらず、補助対象宿舎を利用した後に別の補助対象宿舎

（建物を同一とする宿舎等の場合も含む。）を利用する場合 

 ⑸ 暴力団関係者である場合 

 ⑹ 暴力団関係者と同居している場合 

２ 補助対象宿舎は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める戸数を上限とする。 

 ⑴ 補助対象事業者が借り上げた民間住宅（原則として区内に所在するものとする。ただ

し、事前に区長と協議し、区長が必要と認める場合は、区外の住宅も対象とする。）（以

下「借り上げ宿舎」という。） ２戸 

 ⑵ ファミーユ西品川（品川区西品川一丁目１６番２号） ３戸 

３ 補助対象事業者は、前項第１号および第２号に掲げる補助対象宿舎について、それぞれ

補助を受けることができる。 

（補助対象額） 

第５条 補助金の交付対象となる額（以下「補助対象額」という。）は、借り上げ宿舎にお

いては家賃（共益費、敷金等は含まない。）、ファミーユ西品川においては別に区長が定め

る使用料から、補助対象宿舎を利用する外国人介護職員（以下「利用者」という。）が負

担する月ごとの費用（以下「利用料等」という。）の総額を差引いた額とする。 

２ 前項の規定による補助対象額の算定においては、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各

号に定める額を上限とする。 

 ⑴ 借り上げ宿舎の家賃およびファミーユ西品川の使用料 １月あたり 125,000円 

 ⑵ 利用料等 利用者１人あたり 20,000円 

３ 前２項において、次条に規定する補助対象期間内に補助対象宿舎を全く利用しない月

（利用者が不在である月をいう。以下同じ。）があるときは、当該月の補助対象額は０円

とする。ただし、特別な理由により補助対象宿舎を全く利用しない場合であって、補助対

象事業者からの申出により、区長が必要と認めるときには、前２項を適用することができ

るものとする。 

（補助対象期間） 

第６条 補助の対象となる期間（以下「補助対象期間」という。)は、利用者が利用を開始



した月（以下「利用開始月」という。）から、補助対象事業者が補助対象宿舎の借り上げ

または使用を止めた月までの期間のうち、補助対象事業者が補助申請時に申し出た期間

とし、最長 60月までとする。ただし、区長が必要と認める特別の理由がある場合は、区

長が別に定める期間までとする。 

２ 前項の規定において、利用者が変更となったときの補助対象宿舎の利用は、変更前の利

用者から引き続き補助対象宿舎を利用したものとみなす。 

３ 補助対象宿舎を全く利用しない月は、原則として補助対象期間に含めるものとする。 

 （補助金交付率） 

第７条 補助金の交付率は、８分の 7とする。 

（補助金額） 

第８条 補助金額は、第５条に規定する補助対象額に前条に規定する補助金交付率を乗じ

て得た額とし、その額に千円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額とする。 

（補助金の交付申請等） 

第９条 補助対象事業者が補助金の交付を受けようとするときは、区長が別に定める期日

までに、品川区外国人介護職員受入環境整備事業補助金交付申請書（第１号様式）および

外国人介護職員受入環境整備事業補助計画書（第２号様式）に関係資料を添えて、区長に

提出するものとする。 

２ 前項の規定は、補助金の交付申請の内容に変更があったときの交付変更申請について、

準用する。 

３ 令和１１年３月３１日以降は、借り上げ宿舎に係る補助金の交付の申請を受け付けな

いこととする。 

（補助金の交付決定） 

第 10条 区長は、前条の規定による申請があったときは、交付の可否を審査し、品川区外

国人介護職員受入環境整備事業補助金交付決定通知書（第３号様式）により、補助対象事

業者に通知するものとする。 

２ 区長は、前項の交付決定にあたっては、予算の範囲内でこれを決定する。 

（実績報告） 

第 11条 補助対象事業者は、前条に規定する補助金の交付決定に係る会計年度が終了した

ときまたは全ての補助対象宿舎の借り上げまたは使用を中止したときは、当該年度の補

助事業が完了したものとし、区長が別に定める期日までに、品川区外国人介護職員受入環

境整備事業補助金実績報告書（第４号様式）の提出をもって、区長に報告しなければなら

ない。 

 （補助金額の確定） 

第 12条 区長は、前条の規定により実績報告を受けた場合において、実績報告書の審査お

よび必要に応じて行う現地調査等により、その報告内容が補助金の交付決定の内容およ

びこれに付した条件に適合するものであるかどうかを調査し、適合すると認めたときは、

交付すべき補助金の額を確定し、品川区外国人介護職員受入環境整備事業補助金交付額

確定通知書（第５号様式）により補助対象事業者に通知するものとする。 



（補助金の請求） 

第 13条 補助対象事業者は、前条の規定により補助金額の確定を受けたときは、品川区外

国人介護職員受入環境整備事業補助金請求書（第６号様式）により請求するものとする。 

２ 前項に規定する請求の時期は、年度末とし、区長が別に定める期日までに提出するもの

とする。ただし、各請求の時期以前に補助対象宿舎の借り上げまたは使用を中止した場合

には、随時に請求できるものとする。 

（補助金の交付） 

第 14条 区長は、補助対象事業者から前条の規定による請求があったときは、関係書類を

審査し、適当と認めたときは、当該請求に係る補助金を補助対象事業者に対し速やかに支

払うものとする。 

（他の補助金等の一時停止） 

第 15条 区長は、補助対象事業者に対し補助金の返還を命じ、補助対象事業者が当該補助

金および違約加算金の全部または一部を納付しない場合において、その補助対象事業者

に対して交付すべき他の補助金等があるときは、相当の限度においてその交付を一時停

止し、または当該補助金と未納付額とを相殺することができるものとする。 

（書類の保存） 

第 16条 補助対象事業者は、補助金に係る収支の状況を会計帳簿によって明らかにさせて

おくとともに、当該会計帳簿および補助事業に係る収支に関する書類を当該補助金の交

付が完了した日の属する会計年度の終了後５年間整理保存しなければならない。 

（準用） 

第 17条 補助金の交付に当たっては、この要綱に定めるもののほか、品川区補助金等交付

規則（昭和３９年品川区規則第４号）に定めるところによるものとする。 

（委任） 

第 18 条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項については、福祉部長が別に定める。 

 

  



第１号様式（第９条関係） 

 

 年  月  日 

品川区長あて 

（申請者） 

所在地  

事業者（法人）名称 

 

代表者職・氏名              

 

 

 年度品川区外国人職員受入環境整備事業補助金交付申請書（新規・変更） 

（介護職員確保のための家賃助成） 

 

品川区外国人職員受入環境整備事業の実施による補助金を交付されたく関係書類を添え

て申請します。 

 

記 

 

１ 申請区分          □初年度  □第 年次  

 

２ 申請期間（補助対象期間） （開始）   年  月 ～ (終了)    年  月 

 

３ 本年度における補助対象期間（開始）   年  月 ～ (終了)    年  月 

 

４ 本年度における補助金交付申請額          円 

  （別添、下記５（１）および（２）関係書類のとおり） 

                     

５ 関係書類 

（１）品川区外国人職員受入環境整備事業補助計画書（第２号様式） 

（２）補助金見込み額計算書 

（３）雇用受入証明書（別記様式１）または、他雇用形態がわかる書類 

（４）補助対象宿舎を利用させる者の住民票原本または写し 

（５）ファミーユ西品川以外の宿舎借上げにかかる不動産賃貸借契約書等（写し） 

 

６ 連絡先等 

担当者所属・氏名 

連絡先電話番号 （     ）     



第２号様式（第９条関係） 

品川区外国人職員受入環境整備事業補助計画書（新規・変更） 

事業者（法人）名称        

１．補助対象宿舎の概要     

名  称  

住  所（部屋番号まで記載すること）  

契約年月     年  月  日 

契約期間 
    年  月  日～   年  月  

日 

契約賃借料金額 月額         円 

利用期間 

（契約期間とは別に、本宿舎を利用し補助

を受けようとする期間） 

年  月  日～   年  月  

日 

利用人数                人 

利用させる者から徴収する利用料等                円／月 

２．利用させる者の氏名等 

 (上段ヨミガナ) 

氏 名 

生年月日 

(xxxx.xx.xx) 

雇用受入証明書・住民票添付の
有無 

国 籍 在留資格 採用期間（予定を含む） 

１ 

(             ) 

 
 

雇用受入証明書  有 ・ 無 

住民票      有 ・ 無 

  年 月 日～   年 月 日 

２ 

(             ) 

 
 

雇用受入証明書  有 ・ 無 

住民票      有 ・ 無 

  年 月 日～   年 月 日 

３ 

(             ) 

 
 

雇用受入証明書  有 ・ 無 

住民票      有 ・ 無 

  年 月 日～   年 月 日 

４ 

(             ) 

 
 

雇用受入証明書  有 ・ 無 

住民票      有 ・ 無 

  年 月 日～   年 月 日 
 
＊利用させる者が確定（内定）していない場合には、予定している国籍・在留資格のみ
を記入し、確定次第、本書を変更とし、必要書類を添付し提出すること。 

３．補助金額        円 （内訳は、別添「補助金見込み額計算書」のとおり） 



（別記様式１） 

 

雇用受入証明書 

 

氏 名  

勤務・実習先施

設または事業所

名 

 

採用・受入開始 

年 月 日 
年  月  日 

職 種  

採 用 形 態 
常勤・技能実習・特定技能・その他（           ） 

月の勤務日数【    日】 

就 労 時 間 
１日あたりの勤務時間（休憩時間を含む労働契約等上の時間） 

【   時間   分】 

特 記 事 項 ※  

 

上記の者は、記載のとおり在職していることを証明します。 

 

年  月  日 

 

所在地  

事業者（法人）名称 

代表者職・氏名              

連絡先電話 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第３号様式（第 10 条関係） 

第     号 

  年  月  日 

 

（申請者） 

様 

 

品川区長   

 

 

    年度品川区外国人職員受入環境整備事業補助金 

交付決定通知書（介護職員確保のための家賃助成） 

 

  年  月  日付にて申請のあった品川区外国人職員受入環境整備事業補

助金の交付申請について、下記のとおり交付を決定したので通知します。   

 

記 

 

補助金交付決定額   金        円 

 

  



第４号様式（第 11 条関係） 

 

 年  月  日 

品川区長あて 

（申請者） 

所在地  

事業者（法人）名称 

 

代表者職・氏名              

 

 

年度品川区外国人職員受入環境整備事業補助金実績報告書 

（介護職員確保のための家賃助成） 

 

品川区外国人職員受入環境整備事業の実施による実績について、下記のとおり報告します。 

記 

 

１ 申請区分          □初年度  □第 年次  

 

２ 申請期間（補助対象期間） （開始）   年  月 ～ (終了)    年  月 

 

３ 本年度における補助対象期間（開始）   年  月 ～ (終了)    年  月 

 

４ 補助金交付実績額（千円未満切捨て）          円 

                     

５ 関係書類 ※（３）（４）（５）について、申請時から変更がある場合 

(1) 品川区外国人職員受入環境整備事業補助報告書（別記様式２） 

(2) 補助金見込み額計算書 ※確定版 

(3) 雇用受入証明書（別記様式１）または、他雇用形態がわかる書類 

(4) 補助対象宿舎を利用させる者の住民票原本または写し 

(5) 品川区外国人職員受入環境整備事業収支決算書（様式５-１） 

 

 

６ 連絡先等 

担当者所属・氏名 

連絡先電話番号 （     ）     

 

 



（別記様式２） 

品川区外国人職員受入環境整備事業補助報告書（申請時から変更有・無） 

事業者（法人）名称                    

       

１．補助対象宿舎の概要     

名  称  

住  所 

（部屋番号まで記載すること） 

 

契約年月    年  月  日 

契約期間    年  月  日～   年  月  日 

契約賃借料金額 月額       円 

利用期間 

（契約期間とは別に、本宿舎を利

用し補助を受けようとする期間） 

年 月 日～   年 月 日 

利用人数          人 

 

２．利用させる者から徴収する利用料等   利用者１人につき月額      円 

 

３．利用させる者の氏名等 

① 既に利用させる者が確定（内定）している場合 

 (上段ヨミガナ) 

氏 名 

生年月日 

(xxxx.xx.xx) 

雇用受入証明書・住民票添付の
有無 

国 籍 在留資格 採用期間（予定を含む） 

１ 

(             ) 

 
 

雇用受入証明書  有 ・ 無 

住民票      有 ・ 無 

  年 月 日～   年 月 日 

２ 

(             ) 

 
 

雇用受入証明書  有 ・ 無 

住民票      有 ・ 無 

  年 月 日～   年 月 日 

３ 

(             ) 

 
 

雇用受入証明書  有 ・ 無 

住民票      有 ・ 無 

  年 月 日～   年 月 日 

４ 

(             ) 

 
 

雇用受入証明書  有 ・ 無 

住民票      有 ・ 無 

  年 月 日～   年 月 日 

 ＊利用させる者が確定（内定）していない場合には、予定している国籍・在留資格のみ  

を記入し、確定次第、本書を変更とし、必要書類を添付し提出すること。 



第５号様式（第 12 条関係） 

第     号 

  年  月  日 

 

（申請者） 

様 

 

品川区長   

 

 

    年度品川区外国人職員受入環境整備事業補助金 

交付額確定通知書（介護職員確保のための家賃助成） 

 

  年  月  日付にて申請のあった品川区外国人職員受入環境整備事業補

助金の交付申請について、下記のとおり交付を決定したので通知します。   

 

記 

 

補助金交付決定額   金        円 

 

 

 

  



第６号様式（第 13 条関係） 

 

 

  年  月  日 

 

品川区長あて 

 

（申請者） 

所在地 

事業者（法人）名称 

代表者職・氏名・印              印 

 

 

    年度品川区外国人職員受入環境整備事業補助金交付請求書 

（介護職員確保のための家賃助成） 

 

  年  月  日付第  号により交付決定のあった品川区外国人職員受入

環境整備事業の補助金として、下記のとおり請求します。  

 

記 

 

補助金交付決定額   金        円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


